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1. L2-Tech事業の概要について
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・ L2-Tech事業の概要
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「2050年80％削減」を実現するために先導的な低炭素技術の普及促進が必要

5

趣旨と背景

 2050年
第４次環境基本計画

長期的な目標として2050年までに80％の温室効果
ガスの排出削減を目指す。

 2030年
約束草案の目標

国内の排出削減・吸収量の確保により、2030年度に
2013年度比▲26.0%の水準にする

2014年3月
L2-Techイニシアティブ発表

 2015年3月
平成26年度L2-Techリストの
公開

 2015年10月
L2-Tech2015年度夏認証製
品リストの公開

L2-Tech事業の方針

ベストを追求する発想で
エネルギー効率等が
極めて高くCO2削減に最
大の効果をもたらす技術を
特定し、普及促進する

「地球一個分」という環境制約の下、大量生産・大量消費型の社会から脱却し、国民一人ひとりが真に豊かな低炭素社
会を実現し、2050 年までに80％の温室効果ガス排出削減を実現するためには、エネルギー起源二酸化炭素の排出が
極めて少ない先導的な低炭素技術の普及促進が必要です。

平成 26 年 3 月、環境大臣が「L2-(エルツー)Tech(テッ ク)・JAPAN(ジャパン)イニシアティブ」を発表しました。
この取組は、二酸化炭素排出削減につながる先導的低炭素技術に関する情報を整備するとともに、国内外に発信して
技術を導入する際の参考として頂き、大幅なエネルギー起源二酸化炭素の排出削減を推進し、低炭素社会の構築をめ
ざすものです。

中長期目標 環境省におけるL2-Tech事業
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「事業を通じた普及」「市場へ直接的な普及」の2アプローチにより目標達成を目指す
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L2-Tech事業の構成

技術情報
整備

普及
促進

GHG 2050年80%削減／ 2030年26%削減

L2-Techリストの活用

2030年・2050年目標達成のために
重要な技術情報の整備

施策・事業によるL2-Tech普及・目標達成状況の把握 市場へ直接的なL2-Tech普及

アプローチ1

（L2Tリストを活用した事業実施）
アプローチ2

（L2T水準表による認証・普及）

L2-Tech製品の認証

施策・事業

省庁

購買・導入

購買者

エアコン

A社製品
XX11

B社製品
YY22

C社製品
ZZ33

最高性能

ベストの追求カテゴリ（設備・機器等）
の普及

A社製品
XX11

最高性能エアコン
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L2-Techを活用した開発・普及の促進

現在の認証によるベストの追及を終えた設備・機器等に対しては、「L2-Techリストに
よる買替え促進」や「新指標による認証」へ、推進策をシフトすることを想定

出荷台数

導入期 成長期 成熟期 衰退期

アプローチ1

L2Tリストを活用した
環境省内での事業実施

アプローチ2

L2T水準表による
認証・普及

参画メーカー 1または少数（停滞） 多数（増加） 多数（一部撤退）

主な技術課題
• 市場の創造・確立
• 認知拡大、量産化

• 市場シェア拡大
• 性能向上

• 古いストックの置き換え
• 新たな価値の創出

自律普及に向けた重点的な
支援（認知拡大・初期普及）

メーカーの性能向上
（ベストの追及）

買替え促進（導入支援）

※ストック平均性能や普及台数に
関する情報整備

L2-Techリスト
に掲載

認証

L2-Techリスト
に掲載

メーカーの新たな
開発努力を誘導

※実効率を反映
（例：エネルギー効率のみ→サービス量も反映）

新技術の認知拡大

認証

有望だが日の
当たっていない技術

開発・普及
の促進の
終了

（暫定）アプローチ1が確立するまで

L2-Techを活用した開発・普及の促進

新指標による
認証

L2T
リスト

L2T
水準表

事業立案
担当者

購買者

※普及ネック等の課題情報を整備
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L2-Tech認証は「市場にベストの製品を示すこと」「新たな設備・機器等の発掘」を担う

8

L2-Tech事業におけるL2-Tech認証制度の役割

A. 市場へのベストの見える化、メーカーのベストの追及促進

（L2-Tech認証製品は、クラスごとに原則1製品のみであり、市場の

カバレッジには限界はあるが、）認証を通じて市場にベストを示し・
利用を促進し、メーカーにベストの性能の追及を促す

設備・機器等X

設備・機器等B原単位あたり
CO2削減量

導入量

設備・機器等A

L2-Tech認証制度

L2-Techリストの施策・事業での活用
B. 新たな（埋もれた）有効な設備・機器等の発掘

L2-Tech認証のメリットがインセンティブとなり、メーカーから新たな
設備・機器等を提案を 受ける

また、評価方法が確立されていない設備・機器等において、評価方
法の提案を受ける

L2-Tech製品に限らず、L2-Tech設
備・機器等の全体を各種政策を通じ
て普及促進する

⇒「L2-Techリスト活用スキーム検討
委員会」にて検討

2016

2050

市場

L2-Tech

認証制度

メーカー

L2-Tech認証製品の購入

L2-Tech認証製品の提示
（一覧、ラベル等）

（市場への提示をインセンティブとして）
設備・機器等の提案

A

B

A

B

GHG 2050年80%削減
／ 2030年26%削減
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認知

関心・興味

購買・導入

様々な利用者へのアプローチにより認証製品の導入を促進する

9

L2-Tech認証取得のメリット ：L2-Tech認証製品の利用者を通じた普及促進

【より広く認知される】
• 環境省ホームページで認証製品リストの公表や関連報道機関への発表等（年1,2回）される。
• 環境省の様々なイベント、会議等において活用 （認証製品一覧の紹介等）される。

【後押しを受けていることをアピールできる】
• 「環境省が当該年度のCO2削減効果において最高水準であることを認証した製品」である
ことを広報に活用できる。
※名称使用に関する規則を順守のこと

【環境省の様々な事業で活用、支援が期待される】
• 環境省の様々な設備・機器等の実証・導入支援事業において参照される。
• 利用者に対する導入、運用の支援強化（事例の共有化等）

製品の実証・導入等に
対する支援

L2-Tech製品における利用者へのアプローチ 利用者による導入プロセス

設備・機器等 L2-Tech2015製品

ガスヒートポンプ A社 XYZ123A-4

・・・ ・・・

・・・ ・・・
L2-Tech製品
の存在を認識

知識不足、
不安感の
解消

投資に対する
障壁の除去/

インセンティブ
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・ L2-TechリストおよびL2-Tech水準表の概要
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L2-Techリストは環境省がCO2削減に重要と考える設備・機器等（カテゴリ）のリスト
L2-Tech認証製品一覧はL2-Techリストの中で当該年度でCO2削減効果が最高の製品リスト
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L2-Techに関する技術・製品情報の構成

重要な設備・機器等を選択 CO2削減効果

高

低

CO2削減効果

高

低

A社

B社

C社

G社

H社

I社

設備・機器等
レベル

製品レベル

設定可

標準的な評価方法

設定不可

低炭素に資する設備・機器等
（世の中の全体）

【L2-Tech認証製品一覧】

【L2-Techリスト】

該当設備・機器等に
おいて製品を認証

【L2-Tech水準表】

標準的な評価方法を
設定可能

環境省が2050年80%削減の目標達
成に向けて重要と考えるCO2削減効
果に“優れた設備・機器等” を掲載

環境省により認められた、CO2削減
効果が最高の製品をリスト

“優れた設備・機器等”のうち商用化
されているものの最高性能を
L2-Tech 水準として表示
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（参考）用途・利用者に応じて「リスト」「水準表」「認証製品一覧」を整理している
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L2-Tech関連の技術情報の構成

ベストの製品

L2-Tech水準

政策・発信
の対象

L2-Tech水準表

L2-Techリスト

L2-Tech

認証製品一覧製品購入者

申請者

環境省

リストの種類

対象となる設備・機器等の数
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“2050年80%削減に重要な設備・機器等”を削減効果と導入可能性の観点で選定
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L2-Techの選定観点

※部門や技術分野において下記以外の個別の条件を適用しているケースもある

A-1. CO2排出量が多い

排出量が多い部門やプロセス（産業、廃リ等）に対してCO2削減効果がある
設備・機器等

A-2. CO2削減原単位が大きい

現在普及している設備・機器等と比較してCO2削減量が多い

※LCAにおいて利用段階以外のフェーズでの一定のCO2増加が想定されるものは対象外

A.

CO2削減
効果

B.

導入可能性

B-1. 実用化（商用化）される可能性が高い

2050年までに設備・機器等として商用化される可能性が高い

B-2. 導入可能な範囲が広い

A-1の対象部門やプロセスへの導入において、特定の適用条件や制約がないこと

環境省が2050年80%削減の目標達成に向けて重要と考えるCO2削減効果に優れた設備・機器等

（利用段階）

低炭素に資する
設備・機器等

【L2-Techリスト】

重要な設備・
機器等を選定

その他環境省が個別に判断
（例）
• 技術の多様性確保のために必要
• 技術以外の要因がCO2排出削減の主因であるもの（例：社会システムの確立等）は対象外

その他
個別

【L2-Tech

認証製品
一覧】

【L2-Tech

水準表】

L2-Tech

の選定の
観点
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購買の選択条件により設備・機器等およびクラスを分類し、認証単位を導く

リストに掲載する技術分類の考え方（認証単位の決定の仕方）

購買の選択条件（市場セグメント軸）

ニーズ

用 途

能 力

制 約

施 設

地 域

• 必要とするサービス・機能は何か（空調、給湯、照明、加熱、冷却 等）

• 求められる能力はどの程度か（温水出口温度、出力 等）

• どのような外気条件か（寒冷地、室温 等）
• インフラの条件はあるか（周波数 等）

• 施設としての制約条件はあるか（熱源、面積 等）

14

ガスエンジン

ガスタービン

50Hz

コジェネ
レーション

設備・機器等 クラス区分

35kW以下

35kW超500kW以下

60Hz

50Hz
1000kW以下

1000kW2000kW以下

60Hz
1000kW以下

1000kW2000kW以下

35kW以下

35kW超500kW以下
認証
単位

認証単位
の決定の
仕方

低炭素に資する
設備・機器等

【L2-Techリスト】

【L2-Tech

認証製品
一覧】

【L2-Tech

水準表】

製品を認証

技術分類
の考え方
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該当設備・機器等の中で最も高い性能をL2-Tech水準とする
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L2-Tech水準表に基づきベストを認証

低炭素に資する
設備・機器等

【L2-Techリスト】

【L2-Tech認

証製品一
覧】

【L2-Tech

水準表】

製品を認証

L2-Tech水準の設定
• 商用化されている設備・機器のうち、実現されている最高効率をL2-Tech水準とする。
• 環境省として当該時点において目指すべき「ベスト」を発信するための水準とする。

L2-Tech水準の更新
• L2-Tech水準は毎年度更新を行う（１～２回/年）
• 将来的にはL2-Tech水準の随時更新を目指す

「ベスト追求型」
のイメージ

基準の流動化
（L2-Tech水準）

・能動的

L社 T社 E社 C社 H社

50

48

46

44

42

40

常にベストを追求する
ドライビングフォースが存在

水準設定
の考え方
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トップランナー制度との重複設備・機器等に関する対応

• L2-Tech水準表とトップランナー制度との対象設備・機器等

に関する重複について、業界団体等からの「混乱の無いよう

に整合を図っていくべき」との意見を踏まえ、今後に向けた検

討を行った

背景

トップランナー制度で対象としている設備・機器等については、

• CO2削減効果という観点での評価方法の設定を検討する

• 省エネ製品買換ナビゲーションシステム「しんきゅうさん」の

活用（１位～５位を示すこと等）を検討する。

※今後拡充した設備・機器等についても同様

今後の方向性

2016年度冬版L2-Tech水準表の作成における暫定措置

トップランナー制度と
重複する設備・機器等

である

2015年度夏および冬
において認証製品が
存在する設備・機器等

である

YES YES

2016年冬版L2-Tech水準表において
認証対象外とする（水準は運輸を除き更新）
（業務用冷凍冷蔵庫、断熱材（グラスウール）、
サーバ用電子計算機、乗用車・内燃機関自動車、
商用車・重量車・内燃機関自動車、液晶テレビ、
電気便座、断熱材（家庭用））

現行のまま（2015年度冬版L2-Tech水準表
のクラス及び指標で水準更新・認証）
（パッケージエアコン、誘導モータ、変圧器、
窓ガラス、断熱材（押出法ポリスチレンフォーム）、
ルームエアコン、家庭用エコキュート、電気冷蔵庫、
ガス温水機器、石油温水機器、窓ガラス（家庭用））

NO

数年の内に上記の方向性へ移行するが、現時点では暫定措置を取る

原則通り、更新のみ

NO

2016年冬版以降のL2-Tech水準表の方向性について、今後に向けて検討を進め
つつ、2016年度冬版では夏版に引き続き暫定措置を取って対応する



© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

・ 2016年度の取組みとスケジュール
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技術情報
整備

普及
促進

GHG 2050年80%削減／ 2030年26%削減

L2-Techリストの活用

2030年・2050年目標達成のために
重要な技術情報の整備

施策・事業によるL2-Tech普及・目標達成状況の把握 市場へ直接的なL2-Tech普及

アプローチ1

（L2Tリストを活用した事業実施）
アプローチ2

（L2T水準表による認証・普及）

L2-Tech製品の認証

施策・事業

省庁

購買・導入

購買者

エアコン

A社製品
XX11

B社製品
YY22

C社製品
ZZ33

最高性能

ベストの追求
カテゴリ（設備・機器等）

の普及
A社製品
XX11

最高性能エアコン
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本年度の取組みテーマ

目指す姿実現に向け、本年度は6つのテーマを推進している

L2-Tech認証制度の運営

L2-Techリストの更新拡充

2050年目標に向けたL2-Tech

活用スキーム検討
L2-Techの購買者への普及

プラットフォームの構築

国際シンポジウムの企画・運営

2

4

5

6

事業・施策立案において“2050年
目標達成のために重要な設備・機
器等”であるL2-Techリストが活用
されるスキームを整理する

日独シンポジウムを通じて海外へ
の認知に向け一里塚を築く

L2-Tech認証製品の市場の認知を
拡大し、利用を促進する

認証制度の信頼性維持・向上のた
めに運用上の課題を解決するとと
もに、品質マネジメントシステムと
しての在り方を再定義する

事業・施策での活用に向け、温暖
化対策計画等との整合を図るとと
もに、個社提案の更なる充実を図
る

リスト更新や認証の信頼性および
効率を向上や購買者への普及を
促す基盤を整備する

1
済

3

メーカー
（申請者）
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本年度冬に向け拡充・更新したL2-Tech水準表を用いて審査・認証を行う

19

平成28年度業務実施スケジュール

2016年 2017年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（マイルストン）

L2-Tech認証
制度の運営

L2-Techリスト
更新拡充

L2-Techの購買者
への普及促進

▲第1回審査・認証委員会 ▲第2回委員会▲第1回審査・認証
委員会（準備会）

▲第2回（準備会）

▲第1回拡充・更新委員会 ▲第2回拡充・更新委員会

公開

レビュー・

更新

公募 公開
受付
審査

更新（夏）
拡充（冬） 公開

レビュー・

更新更新（冬）

：L2-Techリスト／L2-Tech水準表 ：L2-Tech認証製品一覧

2016年度
夏版

2016年度
夏版

2016年度
冬版

購買者等のニーズの把握

L2-Techのアイデンティティの明確化 プロモーションの企画立案 実施・評価

L2-TechのVI作成

2016年度
冬版

現在
▼

公募 公開
受付
審査

2

4

1
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2.  L2-Tech認証について

20
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・ L2-Tech認証の概要

21
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有識者からなる審査・認証委員会がL2-Tech製品等を審査し、環境省が認証します

22

L2-Tech審査・認証を担う組織

委員会名 役割 委員の人数

審査・認証検討委員会

L2-Tech認証制度の制定・運用
• L2-Tech認証制度に関する審査基準案及び改訂案の承認、実施規
則案及び改訂案の承認、異議申立ての審議

• L2-Tech水準を満たす製品の審査
• その他L2-Tech認証制度のあり方の審議

4名

更新拡充委員会
• 掲載設備・機器等の選定
• 指標・水準の設定

5名

L2-Tech活用スキーム
検討WG

• GHG排出削減の中長期目標達成に向けたL2-Techの活用プロセス・
役割の検討

5名

購買者への普及促進WG • 購買者への普及促進策に関する意見提起 2名

申請者
審査・認証
検討委員会

事務局

認証

製品申請

事前審査
結果

環境省

任命

更新拡充
委員会

＜2016年度委員会＞

L2-Tech活用

スキーム検討
WG

購買者への
普及促進WG

指標・水準の設定

指標・水準
反映
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審査結果は、申請者に通知するとともに環境省により一般公開します

23

L2-Tech認証プロセスの概要

関係者 L2-Tech設備・機器等の認証手順

申請者

検証
機関

環境省

審査・認証
検討委員会

更新拡充
委員会

事務局

利用者
／国民

公募 事前
審査

応募

質問
対応

結果
確認

認証
結果
通知

認証
結果
公開

異議申
立て

異議申
し立て
受付

審議結
果通知

審議
結果の
確認

※審議結果への
不服申し立て
等は別途検討

認証製
品等の
確認

審査

認証

申立て
の審議

承認
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・ 2016年度冬L2-Tech認証の実施要領

24
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1月13日（金）より2016年度冬L2-Tech認証の公募を開始する

（対象製品）

① L2-Tech水準表に掲載されている設備・機器等に該当する製品

② 発売済または2017年3月10日までに発売予定の製品

③ 国内で製造または販売している製品

（対象事業者）

対象設備・機器等を製造または販売している日本法人

25

2016年度冬L2-Tech認証の実施概要

募集期間

募集対象製品
・事業者

審査項目

① 募集対象製品であること。

② 技術の原理・しくみが科学的に説明可能であること。

③ 申請された製品の性能が、「L2-Tech水準」と一致している、または「L2-Tech水準」より

も優れていること。

④ 申請された製品の性能が、L2-Tech水準表に記載されている計算方法、および試験条

件に準拠して算出されたものであること。

平成29年1月13日（金）～2月10日（金）17時（事務局必着）



© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

（参考）申請に必要な書類は全て環境省HP報道発表からダウンロード可

26 http://www.env.go.jp/press/103432-print.html

http://www.env.go.jp/press/103432-print.html
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提出書類（通常申請・簡易申請）

27

区分 提出書類 通常申請 簡易申請

申請資料

【様式1】 申請書 必須 必須

【様式2】 申請製品リスト 必須 必須

【様式3】 申請用チェックリスト 必須 必須

【別紙1】 商用化に関する誓約書 必要な場合 不要

【別紙2】 計算方法・試験条件に関する誓約書 必要な場合 不要

【別紙3】 派生型番に関する誓約書 必要な場合 必要な場合

確認資料

商用化確認資料 必須 不要

性能確認資料 必須 不要

原理・しくみ確認資料 必須 不要

※「申請資料」は、フォーマットあり（2016年度冬L2-Tech認証 申請書）
※「確認資料」は、フォーマットなし（各社で資料を用意してください）

※「申請資料」は申請者ごとに1種類、「確認資料」は親型番ごとに1種類、準備が必要です

詳細後述

詳細後述
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確認資料の内容と条件

28

 商用化確認資料
発売済であることまたは3月10日までに発売予定の製品であることを確認できる資料

 性能確認資料
申請した製品の性能、計算方法、および試験条件が明記されている資料

 原理・しくみ確認資料
L2-Tech水準表に記載されている「原理・しくみ」を確認・判別可能な資料

＜基本対応＞

• 提出いただく資料は、原則として申請者のWEBページにおいて広く公表されている必要があります。

＜例外対応＞

• 上記資料が用意できない申請者は、適当と認められた場合に限り、代替資料を確認資料として受付ける
場合がありますので、個別に事務局までお問い合わせください。（別途誓約書の提出が必要）

• 性能確認資料のみ、L2-Tech水準表の「L2-Tech水準」に“*（アスタリスク）”が付与されているクラスは、
WEB公開資料の代わりに試験結果報告書（計算方法、試験条件が準拠していること）の提出も受付けます。

＜基本対応＞

• 上記3種類の確認資料を、申請する製品（親型番）ごとに提出してください。

＜例外対応＞

• 一つの申請製品、または複数の申請製品に対して確認資料が同じ（例：同じカタログ内で商用化・性能・原
理しくみを全て確認することができる資料等）である場合は、その共通化（複数の確認資料を一つの資料
として提出すること）を認めます。

資
料
の
条
件

提
出
方
法

の
条
件
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（参考）「*（アスタリスク）」は、水準表の水準値の欄で確認できます

29

L2-Tech水準の前に「*」がついている場合は、
性能確認資料として試験結果報告書を使用可
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申請資料（別紙1, 別紙2）の内容と提出が必要な場合

30

【別紙1】 商用化に関する誓約書
【別紙2】 計算方法・試験条件に

関する誓約書

内容

提出が
必要な
場合

「商用化状況」を誓約するもの 「評価方法（計算方法）」「評価方法
（試験条件）」を誓約するもの

 商用化確認資料が提出できない場合  性能確認資料に計算方法の記載がない場合

 性能確認資料に試験条件の記載がない場合
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申請資料（別紙3）の内容と提出が必要な場合

31

【別紙3】派生型版に関する誓約書

内容

提出が
必要な
場合

「親型番と派生型番の関係」を誓約するもの

 申請する型番と親-派生の関係にある型番を提出
する場合
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製品の写真画像ご提出のお願いについて

製品の写真画像ご提出をお願いします（任意）

背景 来年度開設予定のL2-TechWEBサイト（後述）にて、認証製品の画像を掲載予定

写真画像
の条件

製品の写真画像のご提出をお願いします（任意）

• 製品の全体像を表現する写真画像であること
○：製品の全体を示した写真画像
×：製品の一部のみを示した写真画像

• ファイル形式は、jpeg, gif, pngの何れか

提出方法
の条件

複数の申請製品に対し、同じ写真画像の使用を認めます

※購買者の誤認を防ぐため、製品と写真画像の間に、乖離がないようにお願いいたします
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簡易申請について（対象機器・設備等の条件）

33

下記の条件を満たす設備・機器等を申請する場合に書類の提出を一部免除する

① 認証済み製品であること
今回申請を行う製品の型番が、2016年度夏版認証製品一覧に掲載されていること。

② クラス・指標に変更がないこと
「2016年度冬版L2-Tech水準表」における該当製品のクラス（条件・能力）および指標が「2016年度夏版
L2-Tech水準表」から変更がないこと

③ 性能がL2-Tech水準以上であること
該当製品の性能が「2016年度冬版L2-Tech水準表」のL2-Tech水準以上であること

2016年度夏版
認証製品一覧に

型番が掲載されて
いるか

性能は2016年度
冬版水準表のL2-

Tech水準と一致/

優れているか

簡易申請

通常申請

Yes Yes

No

認証不可

クラス・指標が
2016年度夏版
水準表と同じか

通常申請

No

Yes

2 クラス・指標に変更がない1 認証済み製品である 3 性能が水準以上

型番が違う場合は
別製品とみなす

No
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（参考）水準表で簡易申請対象クラスかどうかを確認できます

34

簡易申請の対象クラスには、
認証対象欄に「●（黒丸）」が記載されています
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申請書類の提出期間と提出先

35

（１）申請書類の提出期間

平成28年1月13日（金）～2月10日（金）17時必着とします。

（２）申請書類の提出先・問合せ先

デロイト トーマツ コンサルティング合同会社
パブリックセクター（担当：近藤・村上・伊原・石津）
「平成28年度L2-Tech認証制度 事務局」
〒100-6390 東京都千代田区丸の内2-4-1 丸の内ビルディング
TEL：03-6867-8916（受付時間：平日9:30～17:30まで）
E-mail:l2-tech@tohmatsu.co.jp

 別添「資料1：2016年度冬L2-Tech認証 申請書」に必要事項を記入、押印の上、必要書類ととも
にExcel・PDF等で電子化し上記の提出先に電子メールで送信してください。（提出書類において、
電子化が困難な資料等を含む場合、または容量が30MBを超える場合は、個別に事務局までご
相談ください。）

 申請のメールを送付いただいた後、事務局から送付する「受領確認メール」をもって申請完了とな
ります。数日経っても「受領確認メール」が届かない場合は、事務局まで電話でお問い合わせくだ
さい。
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2016年度夏からの変更に留意して申請をお願いします

36

2016年度夏からの主な変更点

様式2（申請製品リスト）について

• 水準表掲載のクラスIDを入力いただくことにより、“L2-Tech水準表の情報”が自動入力され
る仕組みとなりました

• 通常申請と簡易申請で様式1（申請書）が分かれていましたが、統一することとなりました

• 簡易申請において、問合せ先等の記入を省略していましたが、「確認資料ファイルNo.」およ
び「確認資料URL」を除いては記入をお願いすることとなりました

様式3（チェックリスト）について

• 提出が必須の書類であるため、未記載である場合、原則審査を実施しないこととします

別紙について

• 別紙1にて商用化状況および評価方法、別紙2にて派生型番について誓約いただいていま
したが、商用化状況を別紙1、評価方法を別紙2、派生型番を別紙3にて、それぞれ誓約い
ただくこととなりました
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下記の事案がないようにお願いします

37

よくあるミス等

全体

• Excelを様式ごとに分割して申請する

• 派生型番をまとめず、数百型番申請する（別途ご相談いただけますと幸いです）

様式1（表紙）

• PDFのみを提出し、Excelを提出しない

様式２（申請製品リスト）

• 設備・機器等ごとに様式2を分けて提出する

• 1行おきに記載する

• 派生型番を親型番の直下に記載しない

• 「同上」と記載する

• メールアドレスやURLがリンク化されていない

様式3（チェックリスト）

• 未記載のまま提出する

別紙２（計算方法・試験条件に関する誓約書）

• 計算方法もしくは試験条件のうち一方しか誓約しない

確認資料

• マーカー等で所定部分がハイライトされていない
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3. L2-Tech事業に関するお知らせ

38
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• L2-Techの購買者向け普及促進ツールの予告

39
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L2-Techのロゴ

L2-Techのロゴを2月から利用開始予定



© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.41

リーフレットの目次（仮）

購買者の認証製品への理解および普及促進を目的としたリーフレットを配布予定
営業先等において、配布いただけるようお願いいたします

• L2-Tech認証制度の概要説明

• L2-Tech認証製品一覧の特徴

• L2-Tech認証の対象と導入先

• L2-Tech認証製品の環境省事業における活用

• まとめ
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• L2-Tech対象設備・機器等の
重点的な拡充の方向性

42



© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

CO2の2050年80%削減に向けて、L2-Techリストは、
省庁が行う施策立案時の参考情報として活用されることを目指しています

43

L2-Tech事業の構成

技術情報
整備

普及
促進

GHG 2050年80%削減／ 2030年26%削減

L2-Techリストの活用

2030年・2050年目標達成のために
重要な技術情報の整備

施策・事業によるL2-Tech普及・目標達成状況の把握 市場へ直接的なL2-Tech普及

アプローチ1

（L2Tリストを活用した事業実施）
アプローチ2

（L2T水準表による認証・普及）

L2-Tech製品の認証

施策・事業

省庁

購買・導入

購買者

エアコン

A社製品
XX11

B社製品
YY22

C社製品
ZZ33

最高性能

ベストの追求カテゴリ（設備・機器等）
の普及

A社製品
XX11

最高性能エアコン

再掲
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L2-Techを活用した開発・普及の促進

現在の認証によるベストの追及を終えた設備・機器等に対しては、「L2-Techリストに
よる買替え促進」や「新指標による認証」へ、推進策をシフトすることを想定

出荷台数

導入期 成長期 成熟期 衰退期

アプローチ1

L2Tリストを活用した
環境省内での事業実施

アプローチ2

L2T水準表による
認証・普及

参画メーカー 1または少数（停滞） 多数（増加） 多数（一部撤退）

主な技術課題
• 市場の創造・確立
• 認知拡大、量産化

• 市場シェア拡大
• 性能向上

• 古いストックの置き換え
• 新たな価値の創出

自律普及に向けた重点的な
支援（認知拡大・初期普及）

メーカーの性能向上
（ベストの追及）

買替え促進（導入支援）

※ストック平均性能や普及台数に
関する情報整備

L2-Techリスト
に掲載

認証

L2-Techリスト
に掲載

メーカーの新たな
開発努力を誘導

※実効率を反映
（例：エネルギー効率のみ→サービス量も反映）

新技術の認知拡大

認証

有望だが日の
当たっていない技術

開発・普及
の促進の
終了

（暫定）アプローチ1が確立するまで

L2-Techを活用した開発・普及の促進

新指標による
認証

L2T
リスト

L2T
水準表

事業立案
担当者

購買者

※普及ネック等の課題情報を整備

再掲
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L2-Tech対象設備・機器等の重点的な拡充の方向性

利用者（利用現場）の視点でCO2排出削減に取り組む設備・機器等を重点的に取り
上げることを予定

「需要する・導入する／使う」側＝利用者の視点提供機器の視点＝「供給する・作る」側

I/E
Input Output

エネルギー CO2

利用者
または施工者

設計者
（メーカー）

効用やサービスを最適化
することができる設備・機器等単体

効用やサービスを最適化
することができる設備・機器等の

のみ合わせ（予定）

限定的
情報的手法による施策が中心

ex. 省エネ大賞、事例集

充 実
規制・推進によるさまざまな施策が充実

ex.トップランナー、エネ合、FIT

開発・普及
支援



© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.

利用者視点の設備・機器等のCO2削減方法に関するタイプ分類

利用者視点の設備・機器等は、「必要な時に」「必要な場所へ」「必要なサービスを」
「必要な量だけ」提供する

効用の見直し

CO2削減の
方向性

同じ効用を得るための
サービス量の最小化

エネルギー効率
の向上

低炭素エネルギー
の利用

利用者の視点 提供機器の視点

利用者が得る効用や、それを得るために必要な
サービスを最適化することによる削減

I/Eがサービスを提供するために必要なエネルギーや、
エネルギー種を最適化することによる削減

必要な
時に

必要な
場所へ

必要な
サービスを

必要な
量だけ

効用に対する
提供サービスの局所化

効用に対す
る提供サー
ビスの組み
合わせの最
適化

効用に対す
る提供サー
ビスのロス
の最小化

未利用サービス
の利用

（未利用サービスが
使用可能な時・場所を
選定する必要がある）

単体性能向上による
エネルギー効率化

（投入エネルギーに対して
利用可能なサービス量
を大きくする必要がある）

期待効用の
変容の誘導

低炭素エネルギー
の利用

1 2

3 4

5

6

7

A B C D
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（参考）利用者視点の設備・機器等の具体例

CO2削減タイプ

効用に対する
提供サービスの局所化

効用に対する
提供サービスの

組み合わせの最適化

効用に対する
提供サービスの
ロスの最小化

未利用サービス
の利用

単体性能向上による
エネルギー効率化

期待効用の
変容の誘導

低炭素エネルギー
の利用

1

2

3

4

5

6

7

説 明

ヒトの期待効用を啓蒙等を通
じて見直すことで、サービス量
を最小化する

ヒト・モノが効用が必要な時、
必要な場所にだけ、サービス
を提供する

効用を実現する複数サービス
をエネルギーが最小となる組
合せにより提供する

効用を実現するサービスがヒ
ト・モノに届くまでのロスを最
小化する

外部からサービス（熱・光な
ど）を取込むことにより消費す
るエネルギーを最小化する

性能向上により、サービスあ
たりのエネルギー消費量を最
小化する

CO2排出係数を最小化するこ
とによってCO2排出量を最小
化する

具体例（I/E単体） 具体例（I/E組み合せ）

• HEMS見える化（行動変容の誘導）
• エコドライブをアナウンスするカーナ
ビ（低燃費運転への誘導）

• タスクアンビエント空調／照明
（必要な時、場所のみ必要なサービ
スの提供）

• デシカント空調＋パッケージエアコ
ン（温度/湿度を調整しサービスを最
適化）

• 空調＋真空断熱材（放射温度によ
り18℃でなく17℃でも快適）

• ボイラー＋高温水ヒートポンプ
（システム全体の熱削減）

• N/A

• 太陽電池＋蓄電池システム（再エネ
の有効利用）

• N/A

• センサ制御機能付ルームエアコン
（ヒトの場所・体感温度に応じて風
量・温度を局所化）

• N/A

• N/A

• 地中熱ヒートポンプ（地中熱を熱源
として利用）

• DC／AC変換による電力ロスを解
消するエアコン

• 太陽熱集熱器（太陽熱をエネル
ギー源として利用）
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• L2-Tech WEBサイトの予告
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ホームページ（来年度開設）の主な機能

来年度初旬にL2-Techのホームページを開設予定
※来年度初旬のオープンに向け、2月に簡易版を開設予定

各種登録等

• 新たにL2-Techリスト、水準表に掲載すべき設備・機器等の提案

• L2-Tech水準表への意見提供

• L2-Tech認証への申請

リスト類の参照

• L2-Techリスト、L2-Tech水準表、L2-Tech認証製品一覧の参照

L2-Tech事業の概略等の参照（簡易版も対象）

• L2-Tech事業の概略等を参照

報道発表等の参照（簡易版も対象）

• 報道発表の情報をワンストップで参照

メーカー/業界団体専用
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4. 質疑応答
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